
協　　　定　　　書

　　　　　区（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）とは、乙が実施する太陽光発電施設新設事業（以下「事業」という。）に関して、以下のとおり協定を締結する。
　乙の氏名または名称： 

　事業の種類及び区分：太陽光発電設備

　事業を実施する場所：東御市　　　　　　　　　　　合計　　　　　㎡
　事業の概要　　　　：立木伐採　約　　　　本、電池パネル　　　　　　枚
　　　　　　　　　　　発電出力　　　　　kW
第１条　甲および乙は、信義、誠実をもってこの協定を忠実に履行しなければならない。

第２条　乙は、東御市環境をよくする条例に基づく届出に伴う東御市との協定を遵守し、公害および災害（以下「公害等」という。）の発生防止並びに環境保全に万全を期さなければならない。

第３条　乙は、事業に係る工事が完成したときは、すみやかに甲に事業完了を報告し、甲の確認を受けなければならない。
２　乙は、前項の確認において改善の必要があると認められた場合は、甲の指示に従い必要な措置を講じるものとする。

３　乙は、事業計画の変更または増設しようとするときは事前に甲に協議をし、その工事が完了したときは、前項と同様とする、
４　乙は、年１回甲の立会いのもとで現地確認を実施しなければならない。
第４条　乙は、事業に伴う汚水、雨水および泥水等の処理については、東御市に届出した東御市環境をよくする条例に基づく届出及び東御市との協定を遵守し、適切に処理をして隣接地その他へ影響がないようにしなければならない。
第５条　乙は、前各条の措置を講じたにもかかわらず公害等の発生のおそれが生じ、または公害等が発生した場合は、甲と協議のうえ乙の責任においてすみやかに必要な措置を講じなければならない。

第６条　乙は、乙の計画した事業を第三者に譲渡もしくは移転したときは、本協定に定めた事項のすべてを承継するものとし、乙の負担する権利義務は、乙および譲受人が連帯してその責任を負うものとする。

第７条　本協定に定めのない事項については、法令に定めるところによるもののほか、甲乙協議のうえ処理するものとする。

第８条　この協定は、令和　　　年　　　月　　　日から実施する。

　

上記の協定の成立を証するため、この協定書２通を作成し、甲乙各１通を所有する。

令和　　　年　　　月　　　日


　　　　区　　（甲）　住　所　　　
　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
　　　事業者　（乙）　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
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